
 

 

 

 

   

2022年度大学総合研究センター事業報告の件 

 

本学の教育、研究および経営の質的向上に資する自律的で持続的な大学改革を推進するために、大学の理

念に基づき、高等教育に関する研究および授業方法の企画・開発・普及促進とその実践を支援することを目的と

し、2022 年度は以下の事業を行った。 

 

１）高等教育研究 

【総括】 

2021 年度に引き続き、ディプロマ・ポリシーを始点とした PDCA サイクルの確立に取り組み、大学全体の

ディプロマ・ポリシーで定めている学修成果について学生生活・学修行動調査を用いて測定し、IR 部門によ

る分析結果を踏まえ、各箇所における履修指導の参考となるような情報を提示した。また、各箇所の

PDCA サイクルの確立に向けた支援についても昨年度同様に実施し、箇所が設定したアセスメント・ポリシー

に関して、教務部と連携のうえ各箇所との懇談、その見直し等の支援を行った。  

2022 年度は新たな取り組みとして、センターが実施している学生生活・学修行動調査等の調査結果に

ついて各箇所からの申請に応じて提供する体制を構築した。また、各箇所の教職員から教学マネジメントに

関連した質問を受け付け、教務部と連携して質問に対する回答を作成し学内に公開する仕組みも構築し

ている。この取り組みにより、学修成果を可視化する目的、必要性を含めた全学で理解を促進すべき事項

について改めて理解を促し、各箇所における学修成果の可視化方法の検討の支援を行うことができた。 

 

【計画・実績】 

計画 実績 

各学部・研究科における学修成果の設定・明示、

測定方法の検討に関し、必要に応じて支援を行

う。 

・学修成果やアセスメント・ポリシーの設定に関して、

各箇所との懇談を実施し、各箇所での課題を把握

するとともにアセスメント・ポリシーを見直すための情報

を提供した。 

・センターにて各箇所の教職員から質問を受け付け、

学修成果の設定・明示やその可視化の方法に関す

る回答を全学に向けて展開した。 

・機関レベルのアセスメントを参考事例として提示する

とともに、「学修成果の可視化に関するガイド」などの

参考資料を提示した。 

 

機関レベルのアセスメント・ポリシー*の策定と各学

部、研究科のアセスメント・ポリシーの策定に関し、

必要に応じて支援を行う。併せて、各箇所の

PDCA サイクルの定着に向けた支援を行う。 

エビデンスに基づく意思決定など、評価文化の法制

に向けた情報発信の検討を行う。 

*アセスメント・ポリシー：学生の学修成果の評価（アセスメント）について、その目的、達成すべき質的水準及び具体的実施 

方法などについて定めた学内の方針 



 

 

２）IR機能の強化 

【総括】 

センターが推進する IR（教学 IR）は、各箇所が意思決定をするうえで必要な情報の可視化や分析ま

たはそれらの支援と定義している。昨年度に引き続き、その定義に基づき IR を推進した。 

情報の可視化については、教務部と連携し、統計で見る早稲田大学、Waseda Vision 150の教学に

関するデータおよび学生生活・学修行動調査の結果を Microsoft Power BI を活用して可視化し、関係

者に公開・共有した。また、分析については、教務部からの依頼に基づき、学生生活・学修学行動調査の

結果について、学修成果の獲得にかかる規定要因や学修時間の分析を行い、各箇所におけるカリキュラム

見直し等の参考となるような情報を提示した。 

認証評価の結果を受け、ポリシーの策定、ポリシーに基づく教育活動の実施、その結果を評価したうえで

の改善という教学マネジメントを確立することが求められている。前述の活動等や各種調査の活用等を通じ

て、教学マネジメントにおける一連の意思決定の根拠を提供し、本学の教育の質向上、さらには内部質保

証の実質化への貢献を目指す。 

 

【計画・実績】 

計画 実績 

各学部・研究科等がそれぞれの課題等を見出すた

めの「情報の可視化」の実施、またはその支援を行

う。具体的には学内データ、各種調査結果等の可

視化にあたって、BI*ツールを活用のうえ、推進す

る。 

*BI: Business Intelligence の略称。日々蓄積されてい

く膨大なデータを分析し、その分析結果を意思決定に役立

てる手法や技術のこと 

 

Microsoft Power BI を活用し、主に以下の活動を

実施した。 

・教務部と連携し、大学手帳別冊の「統計で見る早

稲田大学」を Microsoft Power BI を活用し可視

化した。可視化したデータを MyWaseda に掲載し、

常勤教職員が閲覧可能な状態としている。 

・教務部と連携しWaseda Vision 150の教学に関

するデータおよび学生生活・学修行動調査の結果に

ついて、自箇所の結果と全学等の平均を可視化し、

共有した。 

各学部・研究科等のエビデンスベースに基づく課題

解決に向けた方策策定のための「情報提供・分

析」またはその支援を行う。具体的には、現在実施

している学生生活・学修行動調査、卒業生調査

を継続しつつ、新調査実施に向けた検討を行う。

また、可視化したデータ等を活用し、各箇所と問

題・課題を共有し、解決に向けた分析の支援等を

推進する。 

「学生生活・学修行動調査」および「卒業生調査」を

実施し、調査結果と秘匿化された教学データを関連

付け、在学時の学び・経験と修得した能力の関係性

の把握に取り組んだ。 

具体的には、教務部からの依頼に基づき、学生生

活・学修行動調査についてディプロマ・ポリシーに設定

した能力の獲得要因について分析を行い、教務部の

分析結果を活用したカリキュラムの見直し等の参考と

なる情報を提供した。 

前述の取り組みを推進する IR 担当者等の育成を

目的として、必要に応じて外部研修やセミナー等を

受講させる。 

教学IR推進にあたっての前提となる教学マネジメント

に関する知見を深めることを目的として、センターの IR

担当者が大学基準協会主催の教学マネジメント関

連のセミナーに複数回参加した。 



 

 

３）研究プロジェクト推進および新たな教育手法の研究開発および普及促進 

【総括】 

研究プロジェクトに関しては、いずれも計画通り、活動を実施している。 

前年度に引き続き、CTLT を通じて、教職員を対象としたオンライン授業の運営支援や、LMS（Waseda 

Moodle）活用を含めた IT 利用支援などのワンストップサービスを提供し、対話型、問題発見・解決型教育

の授業運営に関する多様な支援を強化している。 

CTLT Tech カウンターや IT サービスとも連携し、Moodle や Zoom の利用に関するセミナー（入門編・

初級編）をオンラインで実施し、また、応用編は対面にて実施し、Waseda Moodle やオンライン授業におけ

る Tips、Good Practice を提供した。また、ニューノーマルの時代における大学 DX 化推進、学生の学びの

質的向上への貢献、新しい授業スタイル提示を目指し、本学のオンデマンドコンテンツ制作用スタジオに昨年

度導入した「ライトボード（透明版を活用して学生と向き合った状態で板書を可能とするツール）」について、

試験的に教員に利用してもらい、フィードバックを受けた。 

前年度に引き続き、早稲田大学ティーチングアワード、WASEDA e-Teaching Award で表彰された教

員の教育手法を中心に Good Practice の普及に努めた。具体的には、表彰された教員へのインタビュー記

事を集め冊子を作成、LMS やネットワークを活用した実践的な取り組みで成果を挙げたと評価された

WASEDA e-Teaching Award の Good Practice について、動画ならびに事例記事を Waseda 

Moodle・本センターウェブサイトに掲載等を行い学内外に広く普及した。 

高度授業 TA 育成に関しては、新型コロナウイルス感染症の影響により対面での研修プログラムは実施で

きなかったが、制度の現状を把握し改善点を探るための高度授業 TA 対象アンケート調査を実施した。 

DCC*については、第 8 次プロジェクト（2021 年度～2023 年度）の骨子に従って活動を実施し、会員

企業と連携しながら、コロナ禍やアフターコロナを見据えた大学としての ICT 利活用の在り方を検討や試験的

導入を行っている。 

* DCC：Digital Campus Consortium の略称。21 世紀型大学モデルの実現に向けた教育分野における産学連携共 

同体。本センターが事務局を務めている。 

 

【計画・実績】 

計画 実績 

大総研研究プロジェクト（以下、PJ）（リーダーシ

ップ育成の研究・開発 PJ、地域連携 PJ、学術倫

理・研究公正 PJ、オンデマンドコンテンツ展開研究

PJ）について、研究計画に沿って進める。 

研究 PJ（リーダーシップ研究・開発 PJ、地域連携

PJ、学術・研究公正 PJ・オンデマンドコンテンツ展開

研究 PJ）について、研究計画に沿って進めた。 

対話型、問題発見・解決型教育の手法を導入す

る際の参考になる Good Practice や Tips をソフ

ト・ハード両面から共有するにあたって、学内外の

各種媒体を積極的に活用する。 

早稲田ティーチングアワード、Waseda e-Teaching 

Award で表彰された教員の取り組みをまとめた冊子

を作成し、Edu Lunch での講演等を通じて、Good 

Practice や Tips の共有を実施した。 

Waseda Moodle の全学利用を引き続き推進

し、対話型、問題発見・解決型教育実現のための

Good Practice の共有を図っていく。 

2023 年度からの 100 分授業を見据えて、CTLT セ

ミナーを実施した。また、CTLT Tech カウンターによる

Waseda Moodle、Zoom、ICT ツールの活用法に

関するミニセミナーを実施した。 



 

 

これまで蓄積されてきたオンデマンドコンテンツ収録

のノウハウを生かして引き続きスタジオ収録における

授業支援を実施するとともに、スタジオの今後の在

り方を検討する。 

新規導入したライトボードについて、普段スタジオを利

用している教員に案内し、試験的に利用してもらった

うえで、フィードバックを受け、今後の展開について検

討を進めた。 

高度授業 TA 育成のプログラムについて、対面やオ

ンデマンドで展開する。また、国内外の事例収集や

TA Conference 開催などを通じて、プログラムの

充実を進め、TA 育成に寄与する。 

2022 年度も新型コロナウイルスの影響により対面で

の TA Conference 等の実施はできなかったが、制

度開始から5 年経過した時点での現状把握、また研

修コンテンツの改良を目的として、全ての高度授業

TA を対象としたアンケート調査を実施した。回答内

容から、審査プロセスの改善や勤務実態の適切な把

握について提案した。 

DCC 企業と第 8 次プロジェクトの骨子に沿って活

動をし、産学共創によりニューノーマル期における大

学 DX の推進に寄与する。 

 

次世代教室検討プロジェクトを実施し、アフターコロナ

を見据えた授業に対応した ICT 機器を 2022 年 9

月に導入した。また、昨年度制作した VR 大隈講堂

について、一部のゼミやイベントで活用した。 

（Waseda Vision 150 核心戦略 4 関連） 

 

 

４）教育効果の測定と改善 

【総括】 

学生授業アンケートは 2020 年度から Web のみでのアンケート実施に移行した。2020 年度春学期の

回答率は例年と大きく変わらない回答率を維持することができたが、2020年度秋学期以降は回答率が下

がり続けている。低水準の回答率は、学生授業アンケートの信頼性にかかわるため、回答期間に学生に対

してメールを送信する、授業期間終了に近づいた段階で各教員に授業時間内に回答時間を確保すること

をメールで依頼するなどの対応を行ったが、効果は見られなかった。今後は、LMS との連携により、学生授

業アンケートに回答しやすくする、学生授業アンケートの集計結果を各箇所の FD 活動で活用することを促

す、学生授業アンケートの結果による授業改善事例を学生に示す、学生授業アンケートの集計結果を次

年度のシラバスで提示することを促す、などの取り組みにより、教員、学生双方にとって学生授業アンケート

に意味を見出すことを促す必要がある。また、これまで実施率が低かった少人数科目について、回答者が特

定されても支障がない質問を中心とする少人数科目用の設問を策定するなどの対応を行い実施率の向上

を図ったが、少人数科目での実施数は大きく増加しておらず、全体の実施率は依然として目標を下回って

いる。教育方法研究開発委員会等で実施率が低い箇所について説明を求めるなど、箇所に対して実施

率の向上を強く働きかける取り組みを検討する必要がある。 

また 2022 年度は、学生授業アンケートの一部である対話型、問題発見・解決型授業に関連する設問

の回答結果を用いて、高度授業TAの効果について初めて検証した。分析の結果から、高度授業TAの効

果が示唆される授業タイプには偏りがあることが分かり、今後審査プロセスや研修内容の見直しを行う必要

があることが分かった。 



 

 

【計画・実績】 

計画 実績 

学生授業アンケートにおける Web のみでの実施変

更により回答率の低下が懸念されるため、回答率

確保のための方法を検討する。 

2020 年度秋学期以降、回答率の低下が続いてい

る。学生に対して回答期間に個別にメールを送信す

る、教員に対して授業時間内において回答時間を確

保することを学部・研究科事務所からアナウンスしても

らうなどの試みを行っているが、改善は見られなかった

ため、アンケートシステムとLMSとの連携や結果シラバ

スに記載できる URL の発行などの開発を行った。 

学生授業アンケートの実施率が低い箇所、授業

形態等の分析を行い、実施を強く働きかけることに

より実施率向上に努める。 

少人数授業科目について少人数用の設問を用いて

アンケートを実施するよう働きかけたが、実施率の向

上は見られなかった。実施率が低い箇所などへの働き

かけを強化するなどの取り組みを検討する必要があ

る。 

学生授業アンケートを活用した高度授業 TA 制度

の効果分析を行う。 

対話型、問題発見・解決型授業に関連した学生授

業アンケートの設問の回答結果について、高度授業

TA を設置している科目と設置していない科目での差

異があるかどうか統計的に分析した。その結果、一部

の授業タイプにおいては高度授業 TA を設置している

場合でも有意に良好な回答が得られていないことが

明らかとなり、業務内容、審査プロセスや研修内容の

見直しが必要であることが明らかとなった。教学会議

等への報告を踏まえ、高度授業 TA を対象としたアン

ケート調査の結果も合わせて引き続き制度の見直し

に取り組む。 

学生授業アンケートの結果を箇所で活用するよう

働きかけを強化する。また、学生授業アンケートの

データを大学総合研究センターで分析に利用する

ことの検討を行う。 

一部の箇所で、学生授業アンケートの集計結果を学

生に公開することを教員に義務付けることを検討して

おり、委託業者との連携によりこれらの取り組みの支

援を行った。 

 

 

５）教育能力開発（FD）に関する事業の企画および推進 

【総括】 

2022 年度は対面授業に戻りつつも、一部ではオンライン授業が継続された。対面/オンラインに関わらず、 

Waseda Moodle 等の ICT ツールが恒常的に利用されるため、2020 年 4 月に開設した CTLT の活動に 

より、教員や箇所に対する支援を行い、円滑な授業運営をサポートした。また、2023 年度からの 100 分授 

業を見据えて、「2023 年度からはじまる 100 分授業の概要とデザイン」をテーマに CTLT セミナーを実施し、 

100分授業を契機に授業設計の見直しや対話型、問題発見・解決型教育の促進に繋がるような情報を提 

供するのみならず、シラバスの記載方法や授業カリキュラム上の注意事項、授業中に活用できる Tips などを 



 

 

まとめた「100 分授業ガイドブック」を作成し、センターのウェブサイト上で公開した。 

箇所に対する FD 支援として、全学に対して 3 つの動画（①【概説】大学教育改革～90 年代以降の経

緯と現段階～、②ハイブリッド授業の推進、③学術・研究公正の推進）を制作のうえ提供し、各箇所会議

体等で上映のうえ必要に応じて議論してもらうことで、2022 年度以降の授業改善の参考および本学におけ

る教育力向上に寄与した。また、各箇所の FD 活動をセンターとして把握するため、FD 活動計画書および報

告書を提出してもらい、内容に対して教務部と共にフィードバックを行った。 

教員表彰制度については、2020 年度に引き続き、WASEDA e-Teaching Award と早稲田大学ティ

ーチングアワードの双方から、LMS 等を活用した好事例を収集し、Good Practice として動画ならびに事例

記事を学内外に広く普及した。また、WASEDA e-Teaching Award と早稲田大学ティーチングアワードが

一体化した新しい教員表彰制度の適用に向けて、早稲田大学ティーチングアワード規定の改定を行った。 

海外派遣型 FD について、2022 年度は 3 年ぶりに対面で五大湖・中西部私立大学連盟

(GLCA/ACM)およびワシントン大学でのプログラムを実施することができた。また 2021 年度より導入したオッ

クスフォード大学が提供する EMI プログラムはオンライン上で引き続き実施した。 

 

 

【計画・実績】 

計画 実績 

FD や ICT 利用相談に関するサービスを提供する

CTLT の活動を推進し、CTLT 部門事業の一層の

充実を図る。また、CTLT が主催する全学 FD セミ

ナーを継続的に実施する。更に、将来的な CTLT

の体制を検討し、教員に対する情報提供や学術

院との連携の強化を計り、より円滑な授業運営支

援を行う。 

CTLT Tech カウンターとの連携により、オンライン授業

が 3 年目を迎え、教員のニーズが入門・初級的な内

容からより高度な内容のものへと変化していることが分

かったため、CTLT セミナー応用編を対面で実施し

た。また、情報企画部 IT サービス遠隔支援部門とも

連携し、Zoom の利用に関するオンラインミニセミナー

を実施した。 

対話型、問題発見・解決型教育への移行、ICT

活用による教員負担の軽減実現のため、優れた教

育を実践した教員を顕彰し、その教育方法や創意

工夫の共有・普及展開を促進する目的で教員表

彰制度（早稲田大学ティーチングアワードおよび

WASEDA e-Teaching Award）を実施する。

個々に運用されている教員表彰制度の将来的な

改定に向けて、早稲田大学ティーチングアワードと

Waseda e-Teaching Award を一体化すること

を視野に入れ、一層の全学展開を目指す。 

 

・早稲田大学ティーチングアワード（以下、WTA）に

ついて、2021 年度秋学期は総長賞 10 件（15

名）・ティーチングアワード 13 件（22 名）、2022

年度春学期は総長賞10件（10 名）・ティーチング

アワード 16 件（17 名）が選出された。また、総長

賞受賞者の事例紹介やインタビュー記事を本センタ

ーHP で公開し、優れた教育事例「Good Practice」

を学内外に広く周知した。 

・ WASEDA e-Teaching Award （ 以 下 、

e-TA）については、2021 年度秋学期のエントリー

数は9件であった。また、e-TA 受賞者への事例紹介

やインタビュー記事に加え、新たな試みとして取組内

容の動画を本センターウェブサイトならびに Waseda 

Moodle に公開したことで、Good Practice の周知

をより効果的に行うことができた。 



 

 

これまで蓄積してきた FD コンテンツ（教育手法

Tips、各種セミナー、LMS 活用事例、Good 

Practice記事など）を集約・整理し、各学術院が

実施する FD プログラムに活用できるよう連携するこ

とで、教員個々の教育能力養成を図る。 

各箇所の FD 活動を推進するため、教員の教育・研

究活動に資する 3 つの動画の動画を各箇所に提供

し、教授会等で上映し、また LMS にて全教員向けに

配信することで、FD 参加率を向上させた。 

相互授業見学について、受け入れ科目数の増加

を図りつつ、円滑な運営を実現するためのシステ

ム・体制を整備する。 

2022 年度は対面授業も再開され、春学期と秋学

期において全教員 6755 名を対象に教員相互の授

業見学を実施し、延べ 67 科目、60 名が参加した。

教員相互に授業を見学し、LMS や高度授業 TA の

活用方法、オンライン授業ツールの効果的な利用方

法や工夫を共有することができた。 

新型コロナウイルス感染症の状況に鑑み、海外派

遣型 FD プログラムは、現地もしくはオンラインにて

開催する。本プログラムの運用を通して、特に着任

5 年以内の教員の参加、テニュアトラック教員の参

加を促進する。また、事前のオンラインプログラムや

ワークショップを充実させ、体系的なプログラムを推

進する。 

 

海外派遣型 FD プログラムについては、五大湖・中西

部私立大学連盟(GLCA/ACM)およびワシントン大

学プログラムを 3 年ぶりに対面で実施することができ、

合計 14 名の教員を派遣した。またオックスフォード大

学提供の EMI プログラムをオンライン上で実施し、20

名の教員が参加した。過去 5 年度以内の着任教員

からの参加割合が 10%程度となり過去最高となっ

た。 

各学部・研究科独自の FD 実施を支援する。 個別の学部からの要請に応じて、「ハイブリッド授業に

関するセミナー」を実施した。また、各箇所の FD 活動

を把握し、支援するために FD 活動計画書および報

告書を提出してもらい、教務部と共にフィードバックを

行った。 

 （Waseda Vision 150 核心戦略 4 関連） 

 

 

６）教育と学修内容の公開   

【総括】 

多くの授業が対面に戻りつつも、一部ではオンライン授業が引き続き実施され、また対面とオンラインを組み

合わせたハイブリッド授業に注目が集まる中、2020 年度に導入した Learning Management System

（Waseda Moodle）や動画制作・配信ツール”Contents Creation Studio”等の活用により、オンライ

ン授業下の授業コンテンツ制作に寄与し、本学の教育と学修内容の公開につながる取り組みとなっている。 

MOOC については、edX で新たに 2 講座（The Growth of Firm and Industry Dynamics、

Uncovering the Voices of Japanese Literature）を新たに配信した。これまでに制作した 23 講座は、

Self-paced として再開講を続け、更なる受講者数の獲得に努めた。全講座の延べ受講者数は、2022 年

3 月時点では 30 万人を超え、2023 年 3 月時点では 34 万人を突破し、海外における本学の認知度向

上に寄与した。また、海外での広報効果だけではなく、基礎日本語シリーズ講座のように、本学の留学生全

員を含む初級レベルの日本語学習者に対して広く活用できる機会を提供した。一方、MOOC の検証につい



 

 

ては、これまで開講した講座の授業者アンケート分析に留まり、蓄積された膨大な履修データの分析には至っ

ていない。 

e ポートフォリオ「My Portfolio」の普及を推進するために利活用マニュアルを Web 上に公開した。また、

2022年度に実施された学生生活・学修行動調査の一部結果をMy Portfolio上で、回答者にフィードバッ

クすることで回答者自身と大学全体の結果（平均値等）を比較し、自己省察する機会を提供した。また、

文部科学省補助金事業「インテンシブ教育プログラム」に採択された社会科学部「ソーシャルイノベーション・ア

クセラレートプログラム」の中で、2022 年度以降に社会科学部生が自己評価のために回答する「ルーブリック

評価」の結果を My Portfolio 上で提示し、自身の学部内での立ち位置を確認できるようシステム構築を実

装した。また、My Portfolio 上で学生が自己評価を回答できるよう、社会科学部の支援を行った。 

2020 年 4 月に改正著作権法が施行され、オンライン授業における第三者著作物の利用が扱いやすくな

った。2021 年度以降、SARTRAS（授業目的公衆送信補償金等管理協会）の運用指針に変更はない

が、引き続き Teach Anywhere に情報を掲載のうえ、全学的な著作物の適正利用に寄与した。 

 

【計画・実績】 

計画 実績 

オンライン授業で提供する動画コンテンツを個人で

制作するためのツール（Contents Creation 

Studio 等）の活用を促進する。 

「オンデマンド動画の学生の視聴ログから講義動画の

改善点を探る方法」を作成し、Moodle マニュアルに

掲載することで、より教育効果の高い動画を制作でき

るよう努めた。 

MOOCs (edX、JMOOC) コンテンツの配信を通

して、国内外に本学の優れた教育内容をアピール

するとともに、学習履歴データの分析を進める。 

edX の新規講座として、経営管理研究科・コアドアレ

ックス先生により企業成長に関する講座、および国際

文学館のロバートキャンベル先生、図書館長のゲイロ

ーリー先生、文学学術院のピタルクパウ先生、クリスト

ファーリーブス先生、高井詩穂先生による日本文学に

関する講座を開講した。また、これまで制作した 23

講座は引き続き Self-Paced で配信し、開講講座

総数は 25 となった。 

改正著作権法施行に伴う学内教職員への情報

提供ならびにコンテンツ制作時における適切な利用

を推進する支援体制を構築する。 

昨年度に引き続き、Teach Anywhere において、

改正著作権法に関する情報提供を行い、教員から

の個別の問合せに対して随時対応した。 

学修生活・学修行動調査の回答結果の一部を

My Portfolio にてフィードバックすることで利用を促

進する。 

昨年度に引き続き、学生生活・学修行動調査の一

部結果を My Portfolio 上で、回答者にフィードバッ

クすることで回答者自身と大学全体の結果（平均

値等）を比較し、自己省察する機会を提供した。 

（Waseda Vision 150 核心戦略 3 関連） 

 

 



 

 

７）センターの諸活動、成果の社会への発信・広報 

【総括】 

本センター所属教員による学会発表やメディア掲載等、センターの研究成果を発信し続けている。センター

の公式 Web サイト等で積極的に情報を公開してきたが、今後も引き続き、学内外に向けての発信を活発に

実施していく。 

 

【計画・実績】 

計画 実績 

本センターの活動ならびに研究成果を Web サイト

や SNS 上で適宜情報発信する。 

各種広報ツールを通じて、教職員への情報発信を実

施している。 

第 8 次 DCC を推進し、主として DCC 企業との共

催にて、本センターの取り組みや関連する高等教

育および ICT に関するテーマについてのフォーラム等

を実施する。 

昨年度の DCC 活動の一環として制作した

VR(Virtual Reality)大隈講堂において、2022 年

度 DCC 総会を実施し、本センターの取り組みについ

て DCC 会員企業向けに発信した。 

 

以上 


